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1．日本における省エネ施策の現状

　第 21 回気候変動枠組条約締約国会議（COP21）
で 2015 年 12 月 12 日に採択されたパリ協定では，
気候変動枠組条約に加盟する国々が自主的に定めた
2020 以降の地球温暖化対策を示しているが，日本
の約束草案でも 2030 年度に 2013 年度比で 26％の温
室効果ガス削減を行うという目標を定めている．
　上記削減目標の内訳を部門別に見ると，建築部門
では非住宅用途建築物 40％，住宅用途建築物 39％
の温室効果ガス削減を達成することが必要となって
いる．
　当該目標を達成するため，日本においてはエネル
ギー基本計画を閣議決定（最新の計画の該当部分は
下囲み参照）し，建築物の省エネ化施策を進めてい
るところである．

エネルギー基本計画（平成 30 年 7 月 3 日閣議
決定）
第 2 章第 2 節　2030 年に向けた政策対応
2. 徹底した省エネルギー社会の実現

（1）各部門における省エネルギーの強化
　①業務・家庭部門における省エネルギーの強
化

（中略）
　今後は，将来の建築物の省エネルギー性能の
標準とすることを見据え，非住宅建築物につい
ては，2020 年までに国を含めた新築公共建築
物等で，2030 年までに新築建築物の平均で
ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）を実
現することを目指す．また，住宅については，
2020 年までにハウスメーカー等が新築する注
文戸建住宅の半数以上で，2030 年までに新築
住宅の平均で ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・

ハウス）の実現を目指す．なお，その際，ZEB
や ZEH に不可欠な再生可能エネルギーの導入
促進に係る施策との協調に留意しつつ，建材
トップランナー制度も活用しながら，高性能建
材の価格低減に向けた普及促進策を講ずること
とする．
　さらに，こうした環境整備を進めつつ，規制
の必要性や程度，バランス等を十分に勘案しな
がら，2020 年までに新築住宅・建築物につい
て段階的に省エネルギー基準への適合を義務化
することとしている．

（以下略）

　また，これら建築物の省エネ化をより強力に推進
するため，これまで努力義務の側面が強かった省エ
ネ法を改正し，建築物の省エネ基準適合義務化を盛
り込んだ「建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する法律（以下「建築物省エネ法」という）」を新
しく制定・交付し，2017 年 4 月 1 日より 2000m2 以
上の非住宅建築物については省エネ基準への適合義
務化が開始されている（図 1 参照．）．
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図 1　建築確認と連動する省エネ基準の適合義務
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が実施する ZEB に関連する様々な補助制度では，
原則として BELS の取得・表示が求められており，
日本の ZEB 対応建築物の多くは当該制度を利用し
ていると考えられるため，本稿では BELS で評価・
表示された ZEB に関しての整理・分析を行う．

3．一次エネルギー消費量の計算方法について

　一次エネルギー消費量の計算方法は，国土交通省
が定める告示に基づき行うこととなるが，建設地の
気象条件や建物用途ごとの標準的な使用スケジュー
ルに基づく計算を行うことが必要となるため，手計
算等で行うことは現実的には困難な計算方法となっ
ている．
　よって具体の計算は，国立研究開発法人建築研究
所（以下「建研」という）ホームページ上に設けら
れた専用プログラム（以下「Web プログラム」と
いう）により行われることとなる．
　Web プログラムは，住宅用途と非住宅用途で異
なる計算プログラムが用意されている他，簡易な計
算法あるいは詳細な計算法に対応した計算プログラ
ムなど，複数の種類が用意されている．
　ZEB の計算を行うための非住宅用途の Web プロ
グラムには，簡易法としてのモデル建物法と詳細法
としての標準入力法が用意されているが，簡易法は
詳細法と比較し安全側の計算結果となるため，より
高い省エネ性能を目指す ZEB においては，そのほ
とんどが標準入力法により計算が行われることとな
る．
　上記以外にも，同等の精度を有すると確認された
計算プログラムを用いることも可能となっている
が，本稿記載時点で活用可能と認められたプログラ
ムはまだ用意されていない．

4．ZEBの取得状況

　2．で記載を行った BELS は，2014 年（平成 26 年）
から開始された制度となっている．当初は昔の省エ
ネ法に基づく計算方法である CEC 基準で求めた値
の読み替え法等も認めており，現在の省エネ基準と
若干異なる計算方法も採用していたため，現在の建
築物省エネ法に基づく計算方法と同一となった
2016 年（平成 28 年）4 月 1 日以降のデータを基に，

　現在は，上記エネルギー基本計画の後段に記載さ
れているとおり，より広範への省エネ基準適合義務
化の検討がなされている段階である．

2．ZEBとは

　エネルギー基本計画に記載のある ZEB（ネット・
ゼロ・エネルギー・ビル．以下本稿において ZEB
という）という用語は，海外を含め様々な場所で用
いられあるいは議論されてきたが，日本における共
通の定義として定められたのは，ZEB の実現・普
及目標が設定されたエネルギー基本計画が閣議決定
されたことを受け，学識有識者やデベロッパー・設
計事務所・ゼネコンの担当者等で構成される ZEB
ロードマップ検討委員会（以下「ZEB ロードマッ
プ委員会」という）が 2015 年に定めたことが，そ
の最初となっている．
　上記で定めた ZEB の定義では，建築物の一次エ
ネルギー消費性能に応じ，「ZEB」「Nearly ZEB」「ZEB 
Ready」の 3 つのクラス分けが行われており，その
種類ごとの要求性能は ZEB ロードマップ委員会に
おいて，表 1 のとおり定められている．
　これら ZEB に関する判断基準が明確に定められ
たことを受け，一般社団法人住宅性能評価・表示協
会（以下「評価協会」という）の運営する，建築物
の省エネルギー性能表示制度であるBELS（Building-
housing Energy-efficiency Labeling System）におい
ても，各 ZEB 基準への適合審査とラベル表示（図
2 参照）が開始されたところである．
　現在，国土交通省，経済産業省あるいは環境省等

評価基準
ZEB Nearly ZEB ZEB Ready

基準一次エネルギー消費量から

50％以上の削減

基準一次

エネルギー

消費量か

ら100％以上

の削減

基準一次

エネルギー

消費量から

75％以上

100％未満の

削減

－

※ 再生可能エネルギーとは、具体的には太陽光発電

などにより生み出されるエネルギーのことをい

う。

表 1　ZEB の種類と評価基準

図 2　ZEB の各レベルに応じた表示マーク
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の規模別の取得状況を表 6 に整理を行う．
　表 5 及び表 6 からは，いずれの年度においても
5000m2 以下の規模の小さい建築物がより高い性能
を取得していることが分かる．
　「ZEB」あるいは「Nearly ZEB」を取得するため
には，ベースとなる一次エネルギー消費量を削減（基
準値に対し 50％以上の削減が必要となる）した上，
太陽光発電によりどれだけエネルギー消費を 0 に近
づけるかがポイントとなるため，必然的に低層の建
築物で，床面積に対する屋根面積（太陽光発電を積
載する面積）が大きくとれる建築物の取得が増える
傾向となっている．

表 2 のとおり ZEB の取得状況に関する整理を行っ
た．
　表 2 において，2018 年度は半期分の実績（例年
は補助金の関係上下半期に取得件数が増加する）と
なっており，全体の取得件数はやや増加傾向にある
とは思われるが，まだ著しく増加しているとは言え
ない状況である．
　一方，BELS を取得している物件の省エネ性能自
体は徐々に向上していると考えられる．
　以下に，BELS の用途別の取得状況を表 3 に，
ZEB の用途別の取得状況を表 4 に整理を行う．
　表 3 及び表 4 において，2017 年度はコンビニエ
ンスストアによる一括取得（コンビニエンスストア
のミニストップが 100 件取得し，取得性能は「Nearly 
ZEB」あるいは「ZEB Ready」となっている）があ
るため，百貨店等の実績件数が著しく増加している
が，各年度とも実績の多い用途は「事務所等」ある
いは「病院等」となっている．
　次に，BELS の規模別の取得状況を表 5 に，ZEB

年度
非住宅

取得件数

内ZEB
取得件数

取得割合

2016年 254件
5件

12.2％
(31件) 3件

23件

2017年 426件
5件

37.3％
(159件) 37件

117件

2018年
(9月末時点) 171件

8件
16.4％
(28件) 3件

17件
※ ZEB取得件数は、上段より「ZEB」「Nearly ZEB」

「ZEB Ready」の件数を表示

※ 複合用途は、主たる用途のみで集計

表 2　BELS における ZEB 取得状況

用途 2016年度 2017年度 2018年度

事務所等 103件 154件 55件
ホテル等 6件 16件 5件
病院等 59件 80件 50件
学校等 10件 9件 11件
百貨店等 15件 122件 18件
飲食店等 35件 15件 18件
集会所等 5件 6件 6件
工場等 21件 24件 8件
合 計 254件 426件 171件

表 3　年度・用途別の BELS 取得状況

用途 2016年度 2017年度 2018年度

事務所等

4件
1件
9件

4件
5件

16件

2件
3件
5件

ホテル等

0件
0件
1件

0件
0件
2件

0件
0件
0件

病院等

0件
0件
9件

0件
0件

16件

0件
0件
4件

学校等

0件
0件
1件

0件
0件
3件

1件
0件
2件

百貨店等

1件
2件
3件

1件
32件
73件

2件
0件
3件

飲食店等

0件
0件
0件

0件
0件
1件

0件
0件
1件

集会所等

0件
0件
0件

0件
0件
2件

2件
0件
0件

工場等

0件
0件
0件

0件
0件
4件

1件
0件
2件

合 計

5件
3件

23件

5件
37件

117件

8件
3件

17件
※ 各年度の件数は、上段より「ZEB」「Nearly ZEB」

「ZEB Ready」の件数を表示

※ 複合用途は、主たる用途のみで集計

表 4　年度・用途別 ZEB の取得状況

太エネ249-特集Ⅱ-齋藤.indd   59 2019/01/25   8:56:43



齋藤卓三：

Journal of JSES － 60 － 2019 年

どが空気調和設備と照明設備によるエネルギー消費
となっている．図において「その他」とは，前述し
たとおり，いわゆる OA 機器等のコンセント電力等
を示している．

　図 3 を見れば明らかであるが，事務所の場合は空
気調和設備及び照明設備のエネルギー消費を減らす
ことが重要である．そのため BELS 評価で ZEB を
取得している物件の多くが，LED 照明を用いると
ともに，空気調和設備は省エネ計算上の数値が良く
なる業務用マルチエアコンが使用されるケースが多
くなっている．
　一方，大規模な建築物で使用される中央熱源方式
の空気調和設備は，省エネのための各種制御による
効果が定量化されておらず，現時点では省エネ計算
上の数値があまり良くならないことも，ZEB で小
規模建築の取得が多くなっている要因と考えられ
る．
　次に図 4 は，病院用途におけるエネルギー消費傾
向を示した図となっている．事務所用途と比較する
と換気設備や給湯設備についても，一定のエネル
ギー消費割合があることが分かる．

　よって病院用途においては，空気調和設備や照明
設備のみではなく，換気設備や給湯設備についても
バランスよくエネルギー消費削減のための取組みが

5．ZEBを目指すには

　建築物省エネ法に基づく一次エネルギー消費量計
算では，空気調和設備，換気設備，照明設備，給湯
設備，昇降機及びエネルギー利用効率化設備（いわ
ゆる太陽光発電設備など）が計算対象となっている．
　これら設備機器に係るエネルギー消費量と，規模
等に応じた定数として求められるその他エネルギー
消費量（住宅用途にあっては家電・調理に要するエ
ネルギー，非住宅用途にあっては OA 機器等のコン
セント電力等が該当する）を積算し，太陽光発電設
備による当該建築物のエネルギー使用削減量を減ず
ることにより，建築物としての一次エネルギー消費
量の算出を行うこととなる．
　上記エネルギー消費に係る全ての設備機器につい
てエネルギー消費性能の向上を目指すことも一つの
手ではあるが，実際にはコスト等の関係もあるため，
エネルギーをより多く使用する設備機器を中心に，
省エネ対策を実施することが合理的となっている．
そのためには，建物の用途ごとに各設備機器が，ど
のようなエネルギー消費傾向となっているかを把握
することが重要である．
　図 3 は，事務所用途における建築物省エネ法に基
づく省エネ基準の基準値を，設備機器ごとの割合で
示した図となっている．当該基準値は一般的な事務
所ビルを想定して設定されているため，事務所ビル
では概ねこのようなエネルギー消費傾向にあると考
えることができる．
　建設地により気象条件が異なるため，多少のエネ
ルギー消費割合の傾向に差は生ずるものの，ほとん

延べ面積 2016年度 2017年度 2018年度

～5000㎡ 181件 301件 129件
～10000㎡ 25件 52件 26件
～50000㎡ 31件 58件 13件
50000㎡～ 17件 15件 3件
合 計 254件 426件 171件

表 5　年度・規模別の BELS 取得状況

延べ面積 2016年度 2017年度 2018年度

～5000㎡ 26件 142件 23件
～10000㎡ 3件 5件 1件
～50000㎡ 2件 10件 3件
50000㎡～ 0件 2件 1件
合 計 31件 159件 28件

表 6　年度・規模別の ZEB 取得状況

太エネ249-特集Ⅱ-齋藤.indd   60 2019/01/25   8:56:44



太陽エネルギー－ 61 －Vol.45. No.1

ZEB 現状とその取得状況

　上記に記載したとおり，大臣認定を取得するため
には相応の期間と技術的な知見等を要することとな
り，安易に申請を行い認定の取得が行えるという仕
組みとはなっていない．
　また，先に記載したとおり，本認定は省エネ適合
性判定もしくは省エネ届出に活用する場合のみ活用
可能であるということを考えると，本認定を取得す
ることは極めて稀なケースであると想定される．

7．任意評定制度について

　建築物省エネ法に基づく大臣認定制度は，上記で
記載したとおり，多くの取得上の制約があるととも
に，最終的には省エネ基準への適合レベルのみの認
定となっている．しかし，これら特殊設備等を用い
る建築物は，省エネ基準を大きく上回る性能を達成
することを目的に当該設備機器等を設置するケース
が多いのが実態である．
　特に近年は様々な補助制度の関係もあり，BELS
の評価において，より高い省エネ性能である ZEB，
Nearly ZEB，ZEB Ready などの取得を目指す申請
者が多く，そのような申請者の多くが特殊設備機器
等の省エネ性能の評価を望んでいる．
　このような要望に応えるため評価協会では，登録
省エネ評価機関のうち特殊設備機器等に係る省エネ
性能の評定を行う任意評定機関を登録し，当該機関
による評定を受けた特殊設備機器等は，BELS 等に
おける省エネ計算で，その評定結果を活用すること
が可能となる仕組みを設けている．
　ただし，特殊設備機器等の任意評定に際しては，
大臣認定と同様に一定のガイドラインが定められ，
当該ガイドラインに基づき各任意評価機関が評定を
行うこととなっている．ここで，大臣認定と任意評
定では，以下のような点で大きくその取扱いが異
なっている．
　①　�特定の建築物単位での評定だけでなく，設備

機器等を対象とした一般評定も可能
　②　評定には有効期間が設けられている
　上記①については，大臣認定は特定の建築物に対
する個別認定のみを対象としているのに対し，任意
評定では，特定の設備機器等に対する省エネ性能等
を評定の対象とすることにより，当該設備機器等を
用いた建築物の省エネ計算で評定した値を用いるこ
とができる，いわゆる一般評定を行うことも可能と
なっている（ただし任意評定で付される適用条件に
よっては，全ての建築物で適用可能となるとは限ら
ない）．

必要となる．
　ここで，給湯に係るエネルギー消費量を削減する
ため，太陽熱を給水の予熱として利用する給湯設備
を省エネ計算に用いることができるかというと，残
念ながら現時点でそのまま計算に用いることは出来
ないこととなっている．これは非住宅用途に用いる
これら設備は，用途や使用方法等に応じた個別のシ
ステムを設計しているケースが多く，その効果の定
量化がまだ出来ていないことも一因となっている．
　このような，特殊な設備機器等を省エネ計算に用
いたい場合，個別の建築物ごとに事項で記載する大
臣認定あるいは任意評定などを取得することが必要
となってくる．

6．建築物省エネ法に基づく大臣認定について

　建築物省エネ法では，通常の計算を行うことがで
きない特殊の構造または設備（以下「特殊設備等」
という）を用いる場合，基準と同等以上の性能を有
することについて，大臣認定を取得することができ
ることとなっている．
　当該認定は，個別の建築物ごとに，登録省エネ評
価機関の性能評価結果に基づき，大臣が認定を行う
こととなっているが，大臣認定の取得に際しては，
以下のような条件が付されているため，取得に際し
ては注意する必要がある．
　①　建築物ごとの個別認定であること．
　②　�省エネ基準への適合認定であり，より高性能

な設備機器等を認定する制度ではないこと．
　③　�省エネ適合性判定もしくは省エネ届出に活用

する場合のみ認定取得が可能であること．
　ここで，登録省エネ評価機関による性能評価書を
取得するためには，各機関が定める業務方法書に則
り，特殊設備等の省エネ性能の評価を受けることが
必要となる．逆に言うと各機関が定める業務方法書
では，その省エネ性能の評価が行えない特殊設備等
は評価を受けることができないこととなっている．
　その場合，登録省エネ評価機関等と相談・協力の
上，評価の対象となる特殊設備等の省エネ性能評価
を行うための業務方法書案を作成することから始め
ることが必要となってくる．なお，現時点で定まっ
ている業務方法書は，以下の 2 つである．
　・　�自然換気システムに関する設計一次エネル

ギー消費量の算出方法
　・　�河川水等を熱源水として用いるヒートポンプ

熱源機器を有する空気調和設備に関する設計
一次エネルギー消費量の算出方法
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能であるため，その周知に努められたい．

　ただし，先に記載したとおり，より高い省エネ性
能を目指す場合の使用が想定されるため，建築物省
エネ法に基づく義務基準への適合というよりは，主
に BELS の申請に活用されることが想定される．

8．太陽エネルギーの活用について

　建築物省エネ法に基づく一次エネルギー消費量計
算では，太陽エネルギーを活用した設備についても，
地域に応じその効果を計算できることとなってい
る．ただし，計算対象となる建築物の用途や条件な
どにより，活用できる範囲が異なっているため，以
下にその概要を記載する．

（1）住宅用途の場合
　①　太陽光発電設備
　　�　Web プログラムに入力された太陽光発電パ

ネルに係る情報（システム容量，種別，設置方
式や設置方位・傾斜角など）やパワーコンディ
ショナーの定格負荷効率を基に，Web プログ
ラム内で自動的に自家消費分（売電分は除かれ
る）の一次エネルギー削減量が計算されること
となる．

　②　液体（空気）集熱式太陽熱利用設備
　　�　太陽熱を給湯に利用する設備機器であり，

Web プログラムに入力された集熱部に係る情
報（面積や設置方式や設置方位・傾斜角など）
を基に，Web プログラム内で自動的に給湯に
係る一次エネルギー削減量が計算されることと
なる．空気集熱式では暖房に利用するケースも
あるが，現時点で暖房設備機器との組合せを評
価することは出来ない．

（2）非住宅用途の場合
　①　太陽光発電設備
　　�　非住宅用途における太陽光発電設備は，売電

を行っていない場合のみ入力の対象となる．住
宅用途のように Web プログラムで自動的に自
家消費分の算出は行われないため，売電をして
いる場合は売電量の多寡に関わらず入力対象外
となる．Web プログラムに入力する内容は住
宅用途と同様となっており，年間の発電量がエ
ネルギー消費量から削減された計算が行われる
こととなる．

　②　集熱式太陽熱利用設備
　　�　非住宅用途における太陽熱を給湯に利用する

設備機器は，先に述べたとおり現時点では任意

　また②については，評定の対象とした特殊設備機
器等が規格化あるいは一般化することにより，通常
の省エネ計算で用いることができるようになる，あ
るいは技術的知見等の蓄積により新たな計算方法が
提唱されるなど，ガイドラインで定めた内容が陳腐
化する様々な事態が想定されるため，一定の有効期
間を設けることとしている．ただし，有効期間満了
後，上記のような事態が生じていない場合は，期間
の延長を行うことも可能となっている．
　任意評定は，ガイドラインを基に実施されること
となるが，現時点で作成・公表されているガイドラ
インは，以下の 1 つのみとなっている．
　・　�一次エネルギー消費量計算に用いる未利用熱

による給水予熱を行う給湯設備の機器性能等
に関する任意評定ガイドライン

　現在，様々な設備機器等に係る業界団体あるいは
メーカー等が，ガイドライン作成のための準備等を
行っており，今後ガイドラインの充実が図られるこ
とが期待されている．
　なお，上記任意評定は建築物省エネ法の施行に伴
い国土交通省より出された技術的助言（H29/3/15
国住建環第 215 号・国住指第 4190 号）2（1）① 1）
に記載する内容（下記囲み下線部分参照）に基づき，
建築物省エネ法に基づく申請・届出などで活用する
ことも可能とされている．

　H29/3/15 国住建環第 215 号・国住指第 4190
号
　建築物のエネルギー消費性能の向上に関する
法律等の施行について（技術的助言）
1．－　略　－
2．基準適合義務の対象となる特定建築行為に
係る手続きについて

（1）適合性判定について
　　－　略　－ 
　①　建築物エネルギー消費性能基準について 
　1）�非住宅部分のエネルギー消費性能に係る

計算支援プログラムについて
　　非住宅部分に係る建築物エネルギー消費性
能基準等への適合性を確認するために必要な

（中略）性能値等を入力することとなるが，当
該性能値については，所定の試験方法等に基づ
く数値とするほか，所定の試験方法では測定で
きない熱損失防止建築材料等や空気調和設備等
の性能値に関しては，登録建築物エネルギー消
費性能機関の評価に基づく数値とすることも可
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評定の対象となっており，通常の Web プログ
ラムで入力を行うことは出来ないこととなって
いる．

　上記のとおり太陽エネルギーの活用については，
非住宅用途と比較し，住宅用途の方が進んでいると
考えられる．非住宅用途についても，様々な設備機
器に関するデータ等の知見の蓄積が行われ，省エネ
計算に用いるための基準化が望まれているところで
ある．
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